
 

特別市制度の法制化に反対する意見書 

 

 

 現在、少子高齢化と人口減少が急速に進展し、とりわけ小規模自治体

においては人材や財政を含む資源不足が深刻化し、将来にわたり持続可

能かつ最適な行政運営の確保が重大な課題となっています。こうした状

況に対応するためには、市町村と県が垣根を越えて連携し、行政課題の

解決に取り組むことが不可欠です。 

 そのような中で国の第34次地方制度調査会にて議論されている「特別

市」制度は、指定都市が道府県の区域から分離・独立し、新たな一層制の

自治体となることを目指しております。しかし、この制度の導入は、長年

積み上げられてきた道府県と市町村の連携・一体性を失わせるものであ

り、地域の分断や広域調整機能の著しい低下をもたらす恐れがあります。 

 具体的には、指定都市区域内の道府県権限や税財源が全て特別市に移

譲されることにより、道府県の財政基盤が大幅に縮小し、県が行ってき

た県域全体の広域調整機能や地域間格差是正、災害・防災対応、市町村支

援などが困難となる可能性があります。これに伴い、指定都市以外の地

域、とりわけ小規模自治体に対する補完や支援が減少し、地域住民サー

ビスの低下や格差拡大を招くものと強く懸念いたします。  

 また、特別市は一層制の大規模自治体であることから、多様な住民ニ

ーズを反映した住民代表機能の低下も問題視されております。  

 湯河原町議会は、このような「特別市」制度が地域の連携と協力に基づ

く現在の県・市町村の仕組みをゆるがし、住民の暮らしや広域行政サー

ビスに重大な弊害をもたらすとして、特別市制度の法制化に断固反対す

るとともに、今後も地域自治の発展と広域的課題の解決に資する制度整

備を強く要望します。 

 以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出する。 
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